
小金井市行財政改革市民会議 

「理念と方針」部会（第１回）次第 

 

日時 令和２年９月１４日（月）    

午後７時００分から       

場所 本町暫定庁舎本町暫定第３会議室 

 

１ 「中間まとめ」に向けて 

  策定方針をベースに「理念と方針」を深化・肉付けする。 

（１）新たな自治体経営の在り方（先行き不透明、魅力向上、住民福祉の持続的増進） 

（２）新たな自治体経営の実現に向けた基本方針       →中間まとめ 

（３）新たな行財政改革における目標とその実現シナリオ   →暫定版 

（４）「明確な経営戦略」の在り方              →答申 

 

 

 

２ 自治体経営及び行財政改革の「理念」について 

（１）地方自治法の規定から 

 

 

（２）これまでの行財政改革の理念 

   市民サービス向上と財政健全化 ⇔ 新たな自治体経営とその実現 

 

 

（３）「先行き不透明な時代」の自治体経営 

不安定(Volatility)、不確定(Uncertainty)、複雑(Complexity)、曖昧(Ambiguity) 

 

 

 

３ 「理念と方針」における主な論点 

  ① 新たな自治体経営の在り方 

  ② 行財政改革の方針と目標 

  ③ 目標実現のシナリオ 

  ④ 「明確な経営戦略」の在り方 

 

 

 

４ その他 

 

 

 

 

※ 配付資料 

事前配付・資料１ 決算カード（小金井市令和元年度決算状況） 

     ・資料２ 「理念と方針」における主な論点 

・資料３ 地方自治法の規定とこれまでの行財政改革の理念 

当日配付 

      ・資料４ 類似団体・近隣市等における行財政改革 
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・東小金井駅北口土地区画整理事業委託料　　　　　　　　　　729
・保育所整備事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　435
・都市計画道路３・４・８号線用地取得費　　　　　　　　　　402
・清掃関連施設整備予定地用地取得費　　　　　　　　　　　　344
・総合体育館大規模改修工事（第１期）　　　　　　　　　　　178
・（仮称）あかね第４・第５学童保育所新設工事　　　　　　　145
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入 湯 税 0 0.0 0 教 育 費
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市町村民税
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うち臨時財政対策債 0 0.0

うち減収補填債特例分 0 0.0

％

地 方 債 1,342,200 2.9

繰 越 金 1,814,504 3.9 95.6
351,860諸 収 入 0.7 321 0.0

一般財源等に加えない場合

繰 入 金 1,880,446 4.0 の経常収支比率

26,098,417 臨時財政対策債を歳入経常

寄 附 金 28,768 0.1

減収補填債特例分及び

財 産 収 入 245,593 0.5 1,327 合        計 44,760,300 100.0
都 支 出 金 7,316,470 15.6 失業対策事業費 0 0.0 0

0.0

手 数 料 459,061 1.0 0 0.0 0 0.0 0
21,903,877

国 庫 支 出 金 7,980,523 17.0 災害復旧事業費 0 0.0 0

28,336,399 千円

73,174 0.2 65,230

2,273,815 5.1 61,574
5.3 337,041 経常経費充当一般財源等

千円

小        計 24,694,106 52.5 22,814,076 99.6

内
　
訳

4,642,017 10.4 398,615

普通建設事業費 4,642,017 10.4 398,615

使 用 料 490,379 1.0 100,965 0.4 2,368,202
分 担 金 ・ 負 担 金 394,372 0.8 0 0.0

歳 入 一 般 財 源 等
国 有 提 供 施 設 等 所 在 市 町 村 助 成 交 付 金 0 0.0 0 0.0 う ち 人 件 費

0 0.0 0
交通安全対策特別交付金 8,364 0.0 8,364 0.0 投 資 的 経 費

111 0.0 前年度繰上充用金震災復興特別

繰 出 金 3,848,298 8.6 3,399,609 2,854,374 12.5
85 0.0 85 0 0.0投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付 金

特    別 31,956 0.1
普    通 0 0.0 0 0.0

積 立 金 2,028,360 4.5 1,947,235
5,587,138 12.5 3,418,600 2,700,850 11.8補 助 費 等

32,067 0.1 0 0.0
地 方 特 例 交 付 金 302,571 0.6 302,571 1.3
地 方 交 付 税

維 持 補 修 費 207,614 0.5 154,777 151,989 0.7
7,184,498 16.1 5,158,183 4,594,342 20.0物 件 費

自動車税環境性能割交付金 17,141 0.0 17,141 0.1

軽 油 引 取 税 ・ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 48,509 0.1 48,509 0.2

21,262,290 47.4 11,621,313 11,602,322 50.6
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0
ゴルフ場利用税交付金 0 0.0 0 0.0

小        計

3,768,913 16.4

地方消費税交付金 1,925,981 4.1 1,925,981 8.4
株式等譲渡所得割交付金 110,359 0.2 110,359 0.5

一時借入金利子 164 0.0 164 164 0.0
2,374,961 5.3 2,374,961 2,374,961 10.4元 利 償 還 金

配 当 割 交 付 金 179,222 0.4 179,222 0.8

8.8 3,421,854 3,418,310 14.9
利 子 割 交 付 金 36,083 0.1 36,083 0.2 扶 助 費

公 債 費 2,375,125 5.3 2,375,125 2,375,125 10.4
12,777,755 28.5 3,768,913

財  源  等 財  源  等 充当一財等 比   率

5,477,275 5,458,284 23.8
地 方 譲 与 税 166,087 0.4 166,087 0.7 う ち 職 員 給 3,950,228
地 方 税 21,867,722 46.5 20,019,759 87.4 人 件 費 6,109,410 13.6

歳                        入 性         質         別         歳         出

区        分
決  算  額 構成比

経 常 一 般
構成比

区        分
決  算  額 構成比

千円 ％千円千円 ％ 千円 ％ 千円

充 当 一 般 経 常 経 費 経常収支
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小金井市行財政改革市民会議                       資料２ 

「理念と方針」部会（第１回）                令和２年９月１４日 

 

「理念と方針」における主な論点 

 

１ 自治体経営の在り方 

（１）先行き不透明な時代における自治体経営 

   

 

 

 

 

 

（２）地域の魅力を高める自治体経営（≒あるもの磨き） 

 

 

 

 

   ⇒「地域の魅力」とは何か？（特に、第５次基本構想・前期基本計画として） 

「地域の魅力」を人財・組織として高める理念と仕組みは？ 

 

（３）住民福祉を持続的に増進することができる自治体経営 

 

 

 

 

   ⇒「政策課題」とは何か？（特に、第５次基本構想・前期基本計画として） 

「経営資源」を増やしつつ、効果的に配分し、活用できる理念と仕組みは？ 

 

（４）自治体経営の理念 

  ① 滝沢市（行政基本条例第７条・第８条及びその説明資料から） 

   【経営理念】 私たちは、幸せを育む社会の実現に貢献します。 

   （経営方針） 市民の活動を支援し、市民が幸せを願うことの実現に寄与するた

めの行政活動を行うこと 

   【経営の姿勢】互いの信頼を力に、滝沢の価値と未来を創造します。 

   （大事なこと）市役所に関係するすべての人と信頼関係を築き、行政の透明性を

確保すること 

計画的行政 

（ＰＤＣＡ） 

≒５年後を読み切り、 

 必要な取組を計画し、 

 計画した取組をやりきる 

先行き不透明な時代 

（ＶＵＣＡ） 

≒確実で単純明快な答えはなく、頻繁に変化する。 

 
大きな方向性を持ちつつ、状況変化に即応 

変化に即応できる経営力・経営資源 

見えにくい 

地域資源の発掘力 

資源を魅力に 

磨く能力 

多くの関係者との 

協働力（信頼関係） 

地域への愛着・プロ意識 

人口・税収 

（微増から減少へ） 

新旧の政策課題 

（高齢化・公共施設） 

経営資源の不足 

（人・物・金・情報） 

行政コストの最適化・新たな取組への投資 



2 

 

  ② 三鷹市（自治体経営白書から） 

 行政の透明性を高めるとともに、市民のみなさんと情報を共有し市民参加と

協働のまちづくりを進め、「創造的な自治体経営」の確立を目指す（自治体経

営白書） 

 数量的な行政のスリム化と行政サービスの質の向上を図り、市民満足度の向

上に繋げていくというこれまでの考え方を継承しながら、まち全体の活性化

を通して魅力や価値を高めながら恒常的な税収増を図るなど「都市経営」の

視点に立った行財政改革を推進する（三鷹市都市経営アクションプラン２０

２２） 

 

２ 行財政改革の方針と目標 

（１）新たな行財政改革の目標について 

第３次行財政改革大綱 行財政改革プラン 2020 行財政改革プラン 2025 

①職員数６６１人 

（職員１人当たり人口：169.2 人） 

②経常収支比率８０％台後半 

③人件費比率２６市平均以下 

④公債費比率１２％以下 

①「９０％を切る」経常収支比率 

②「類似団体最少」の職員数 

③「全職員による」本気の改革 

 

（２）新たな行財政改革の方針について 

第３次行財政改革大綱 行財政改革プラン 2020 行財政改革プラン 2025 

①人材・組織改革 

②行政経営改革 

③財政・財務改革 

④行政サービス改革 

①市民に分かりやすい改 

革（市民目線改革） 

②国及び東京都等の動向 

への対応（先取り改革） 

③長期的な展望を踏まえた集

中的な改革（戦略的改革） 

①先行き不透明な時代に対 

応できる自治体経営の実

現（経営改革） 

②従来からの課題とともに 

新たな課題に対応（先取り

改革） 

③市民にわかりやすい改革

（市民目線改革） 

 

３ 目標実現のシナリオ（イメージ） 

 

 

 

 

 

４ 「明確な経営戦略」の在り方（イメージ） 

 

 

 

政策的な重点 

（子育て支援等） 

経営の取組 

（重点取組等） 

庁内・市民・議会 

三者一体で推進 

成果を上げつつも、 

不十分な行財政改革 

個々の取組より自治体経営を 

細かい取組より重要課題解決 

財源不足に加えて人財不足 

先行き不透明な時代の自治体経営への変革 

新たな 

自治体経営 

確立 

従来からの 

重要課題 

解決 

新たな 

課題への 

対応 

 

明確な経営戦略（政策×経営の重点） 
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地方自治法の規定とこれまでの行財政改革の理念 

 

１ 地方自治法の規定（第２条） 

⑭ 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努め

るとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。 

⑮ 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地

方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

 

２ これまでの行財政改革における「理念」 

計画の名称等 目的 基本方針等 

第１次行財政改革大綱 

（平成９年９月） 

【量の改革】※後年の指摘 

社会変化に伴い、新たに増大する緊急かつ重要な行政需要

への対応や引き続く厳しい財政状況を克服し、２１世紀に

向けての小金井市の将来像である「緑ゆたかないきいきと

した文化都市こがねい」を実現していくため 

（行財政改革の必要性） 

① 全市民的視点に立った公平・公正な市民サービスの提供 

② 時代の変化に対応できる簡素で効率的な行政運営 

③ 将来にわたっての財政基盤の強化 

第２次行財政改革大綱 

（平成１４年６月） 

（平成１８年６月改訂） 

【質の改革】 

新たなる視点に立脚してすべての事務事業の再点検を行

い、柔軟に市民ニーズに対応できる体制を整え、もって市

民の付託に応えうる自治体を目指す 

（第２次行革大綱策定の必要性） 

 

① 市民参加の促進と一層開かれた市政の推進 

② 時代の変化に即応できる簡素で効率的な行政運営 

③ 全市的視点に立った公平、公正ン市民サービスの提供 

④ 将来にわたっての財政基盤の強化 

⑤ 組織の活性化と人財育成 

第３次行財政改革大綱 

（平成２２年５月 

【公民連携・市民協働】 

「市民協働」「公民連携」等を基本原則として、限りある財

源と人的資源の活用による自律した行政経営の確立を図

り、市民満足度の向上を目指す。 ※原文はですます調 

（新たな改革に向けて） 

①人材・組織改革 

②行政経営改革 

③財政・財務改革 

④行政サービス改革 

行財政改革プラン２０２０ 

（平成２９年４月） 

【未来をひらく】 

 危機的な財源不足を克服して将来にわたって持続可能な

財政運営を実現するとともに、市役所を「市民の役に立つ

所」「市内最大のサービス事業所」として市民サービスの向

上を実現していくことにより、「選ばれるまち」を目指す。 

（厳しさを増す中、やらねばならぬ地方行政サービス改革） 

①市民にわかりやすい改革（市民目線改革） 

②国及び東京都等の動向への対応（先取り改革） 

③長期的な展望を踏まえた集中的な改革（戦略的改革） 

  ⇒土台として共通するのは「財政健全化」と「市民サービス向上」。その上で、自治体経営の在り方（理念＋仕組み）はどうか？ 

「住民福祉の増進」（努力義務） 

「最少の経費で最大の効果」（義務） 

「組織及び運営の合理化」（努力義務） 

「規模の適正化」（努力義務） 
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類似団体・近隣市等における行財政改革  

 

１ 類似団体  

計画名・計画期間  理念・基本方針  主な取組  

第５次武蔵野市行財政改革を推進するた

めの基本方針及び武蔵野市行財政改革ア

クションプラン  

（平成 29 年度～令和２年度 61 頁）  

持続可能な市政運営のための経営力向上  

①  効率的・効果的な行政運営の推進  

②  行政の担うべき役割の明確化と連携

による新たな役割分担の構築  

③  さらなる歳出抑制と歳入確保の徹底  

④  資源配分の全体最適化と新たなニー

ズへの対応  

  市民ボランティア、市民活動団体、

NPO の積極的活動支援  

  公民連携による武蔵境駅北口市有地

の活用  

  適正なサービス水準の検討と政策再

編の推進  

  チャレンジする組織風土の醸成   等  

国分寺市総合ビジョン実行計画  

（平成 29 年度～令和２年度 ４頁）  

※長期総合計画の１項目「行政改革」  

（目指す姿）  

  行政改革が着実に進められ，市民満

足度の高い行政サービスが提供され

ているとともに，持続可能な市政運

営が行われています。  

  業務改善提案事業  

  マイナンバーカード利活用推進事業  

  行政評価システム構築事業  

  公共施設等総合管理計画推進事業  

東久留米市財政健全経営計画実行プラン  

（平成 28 年度～令和２年度 79 頁）  

※毎年８月に改訂  

将来に渡り持続可能な市政運営を目指

して  

①  市政運営の方向性～財政身の丈の市

政運営～  

②  社会資本の効率的整備  

③  地域活力の向上  

  行政評価制度の再構築  

  債権管理条例に基づく債権滞納管理

体制強化  

  第八小学校跡地の売却  

  学童保育所と放課後子供教室の運営

体制の構築  

  市立保育園の民間化推進    等  

昭島市行財政改革推進プラン  

（平成 29 年度～令和３年度 50 頁）  

将来にわたって持続可能な自主自立の

行財政運営の推進  

①  時代を捉えたまちづくりの推進  

②  財源の確保  

③  効率的・効果的な財政運営  

④  財政の健全化  

 

 

  危機管理体制の確立  

  多種多様な連携・協力体制の拡充  

  基幹系システムの計画的な更新によ

る最適化の推進  

  行政評価制度の再構築  

  民間委託の推進（給食調理等） 等  
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新生 TAMA・行財政刷新プログラム  

（令和２～５年度 19 頁）  

持続的な市政運営（の推進）  

①  手続きの改革  

②  最適化の改革  

③  職員の意識・働き方の改革  

  AI・RPA 等の最新 ICT の導入による

業務や窓口の改善  

  公民連携による最新技術、民間活力

の活用検討  

  パルテノン多摩の運営手法の転換と

他施設と事業連携の推進  

  内部体制の強化に係る全庁的取組み

の実施            等  

青梅市行財政改革推進プラン  

（平成 30 年度～令和４年度 53 頁）  

総合長期計画に掲げる諸政策を間断な

く実施し、市民にとって真に必要な行政

サービスを提供するとともに、安定した

行財政運営を目指す  

①  効果的・効率的な行政システムの推進 

②  簡素で活力ある組織と人材の育成  

③  財政基盤の確立  

  民間事業者を活用した業務コストの

削減  

  経常収支比率の改善  

  用途廃止住宅用地の利活用の推進  

  青梅市立学校規模適正化の検討  

  ネーミングライツの導入    等  

 

２ 近隣市  

計画名・計画期間  理念・基本方針  主な取組  

三鷹市都市経営アクションプラン 2022 

改訂版（令和元年度～４年度 91 頁）  

まち全体としての魅力や価値を高め、さ  

らなる市民満足度の向上を目指す  

①  行政の役割転換  

②  協働のまちづくりの推進  

③  成果重視の行政経営システムの確立  

④  柔軟で機動的な推進体制の整備  

⑤  透明で公正な行政の確立  

  公立保育園の民営化による事業の推進 

  図書館ネットワークの再構築  

  今後のまちづくりを見据えた井口特

設グラウンド用地の活用等の検討  

  AI、RPA 等の活用による業務効率の

向上             等  

調布市行財政改革プラン  

（令和元年度～４年度 27 頁）  

※資料編は除く（進行管理シート）  

基本構想に掲げたまちづくりの実践に当

たっての３つの基本的な姿勢である「市

民が主役のまちづくり」、「市民のための

市役所づくり」、「計画的な行政の推進」

を具現化する。  

①  参加と協働のまちづくりの実践  

②  効率的な組織体制の整備  

③  人材の確保・育成  

④  計画行政の推進  

  市民参加と多様な主体との連携・協

働の推進  

  公立保育園、児童館、学校給食調理

業務における民間活力の活用  

  窓口サービス及び内部事務における

民間活力の活用  

  官民連携手法によるクリーンセンタ

ー跡地活用の推進       等  
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計画名・計画期間  理念・基本方針  主な取組  

府中市行財政改革推進プラン  

（平成 30 年度～令和３年度 80 頁）  

総合計画に体系付けている各種の施策や

事務事業を円滑に実施することができる

体制の維持を目指す。  

①  市民の参画意欲を高める市政運営  

②  経営的な視点に立った市政運営  

③  継続的かつ安定的な市政運営  

④  健全財政による持続可能な市政運営 

  基幹システム最適化による事務作業

の効率化  

  市立保育所の民間活力活用の計画的

な遂行  

  業務量調査に基づく業務量削減及び

民間委託業務の拡充  

  給食センターの民間活力の導入 等  

小平市第３次行財政再構築プラン  

（平成 29 年度～令和２年度 97 頁）  

市民との連携や役割分担による効果的な

サービス提供を図ります。市民本位で自

立性の高い市政の実現を目指します。  

①  地域協働の推進  

②  情報の共有と双方向のコミュニケー

ション  

③  ＰＤＣＡサイクルの構築  

④  財政基盤の強化  

⑤  執行体制の再構築  

  外部評価等を踏まえた新たな手法で

の事務事業の見直し  

  経営戦略の策定  

  窓口サービス改善  

  地域コミュニティ施設の今後のあり

方の検討  

  保育園の機能・運営のあり方  等  

西東京市第４次行財政改革大綱後期基

本方針・同アクションプラン  

（令和元年度～５年度 33 頁・ 52 頁） 

※アクションプランは毎年３月更新  

将来見通しを踏まえた持続可能で自立的

な自治体経営の確立  

①  経営の発想に基づいた将来への備え  

②  選択と集中による適正な行政資源の

配分  

③  効果的なサービス提供の仕組みづくり 

④  安定的な自主財源の確保  

  AI・RPA 活用等による業務改善  

  窓口業務の効率化と市民サービス向上 

  保育園の運営体制見直し  

  現業職場の委託等の推進（給食調理

作業）  

  戦略的な組織体制の構築と人材育成

の充実            等  

 

３ 参考  

計画名・計画期間  理念・基本方針  主な取組  

藤枝市新公共経営アクションプラン  

改訂版（平成 29 年度～令和２年度 １頁） 

PDCA サイクルに基づき、常に業務を見直

し・改善、効率的な行政運営  

①  「働き方改革」の推進  

②  「人づくり改革」の推進  

  スマートオフィス化の推進  

  「フジェンヌ」の提言内容を取組に反映 

  職員人財バンク制度の活用  

  横断型施策エントリー制度  

 


